様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　令和2年　12月　25日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）とだけんせつ
                              　一般事業主の氏名又は名称 戸田建設株式会社
（ふりがな）いまいまさのり
                              （法人の場合）代表者の氏名 今井 雅則    
住所　〒104-0032
東京都中央区八丁堀二丁目8番5号
法人番号　6010001034874　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「未来の歩き方～デジタルトランスフォーメーションの実現～」

	公表日
	　　　令和2年　12月　1日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.toda.co.jp/pickups/pdf/mirainoarukikata_2020.pdf

	記載内容抜粋
	様々な社会活動がデジタル化される。
公的なデータや企業などが保有するデータを相互に連携させるエコシステムが形成され、1つの企業では生み出せない新たな価値が生まれる。エコシステムで生成されたデータはエコシステム間で相互に連携し、既存の「業界」の枠にとらわれないサービスが提供される。
当社も有用なデータを収集・蓄積するとともに、サービス提供のためのプラットフォームを持ち、他のエコシステムと連携して、事業領域を拡大・深化する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	令和2年4月17日経営会議にて、「デジタル戦略2020」を決定。令和2年5月26日戦略会議にて議論。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「未来の歩き方～デジタルトランスフォーメーションの実現～」

	公表日
	　　　　令和2年　12月　1日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.toda.co.jp/pickups/pdf/mirainoarukikata_2020.pdf

	記載内容抜粋
	DXが実現した世界において、当社はものづくりサイクルと運用サイクルで収集し続けるデータをリアルタイムでプラットフォームに蓄積し、ものづくりにおける企画・コンサル段階や既に供用中の施設の運用段階でお客様へ高い価値を提供していく。そのことによってエンドユーザーに対してもサービス提供が可能となる。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	令和2年4月17日経営会議にて、「デジタル戦略2020」を決定。令和2年5月26日戦略会議にて議論。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.toda.co.jp/pickups/mirai_dx.html

	記載内容抜粋
	専門組織として、ICT統轄部の中に「DX推進室」を設けている。「DX推進室」は、建築、土木、設計、価値創造との連携をはかるため、「情報連携推進委員会」とともにDXを推進していきます。また、一定期間以上現業に携わった30名の社員に、東洋大学情報連携学部（INIAD）によるリカレント教育を受講してもらい、新たなデジタルスキルを身につけることで、当社のビジネスプロセスやビジネスモデルを変革する人材として育成を行っている。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.toda.co.jp/pickups/mirai_dx.html

	記載内容抜粋
	その環境整備の一環として、2019年度から2022年度にかけて、基幹システムの再構築（統合利益管理システムプロジェクト）に取組んでいる。マスタ情報を統合マスタに集約し、各システムがそれを参照する仕組みを構築するとともに、データ交換のためのシステム（基盤）を設け、各システムがそれを利用する仕組みを構築していきます。また、経営データのダッシュボード化により、取り組むプロジェクトを可視化し、収益力を見える化する。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	戸田建設が考えるデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）

	公表日
	　　　　令和2年　12月　1日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.toda.co.jp/pickups/mirai_dx.html

	記載内容抜粋
	DXの達成目標のひとつは、One Facility（プロジェクト）からの収益力増強です。お客様へ提供する付加価値の領域として、設計施工を中核とする現状を、運用段階や企画設計段階へシフトし、各プロジェクトからの収益力を指標としDXを進めていきます。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　令和2年　4月　1日


	発信方法
	https://www.toda.co.jp/csr/message.html

	発信内容
	建築事業においては、作業所におけるICTの活用や設計から施工、維持管理までの一貫したBIMでの取り組みを加速させるために、フロントローディング推進体制の強化や、現場におけるBIM利用環境の整備などを行ってきました。今後、さらに取り組みを推進し、病院・学校、高付加価値オフィス、再開発、物流施設などの分野に注力して、競争力を強化し、高付加価値の実現へとつなげてまいります。
土木事業においては、組織的な施工支援体制の拡充を行うとともに、トンネル工事でのICT施工の活用により、省力化、無人化への検証を進めるなど、生産性向上に向けた施策を実施してきました。今後は豊富な手持ち工事を計画的に進捗させる中で、作業所における新技術の積極的な採用や技術開発を行ってまいります。
さらに、建設事業においては、デジタル化の進展がもたらす社会変革であるデジタルトランスフォーメーションに向けた変化を見極め、BIM/CIM、i-Constructionなどの活用を通じた新たなビジネスモデルの創出を図っていきます。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　平成31年　4月頃　～ 　　　年　　月頃


	実施内容
	DXを進める上でのボトルネックとなる既存基幹システムの再構築を取締役会で承認・実施。
「デジタル戦略2020」でデジタル戦略の全体像を策定。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　平成23年　4月頃　～　　　年　　月頃


	実施内容
	情報セキュリティポリシーを策定し、毎年監査室による全支店の社内監査において、「セキュリティポリシーの運用状況」についての内部監査を実施している。
インターネット接続環境におけるマネージドセキュリティサービスの報告会を四半期毎に開催している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

